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３月１日～７日は「建築物防災週間」です

～建築物の防災査察が重点的に行われます～

【概要】
「建築物防災週間」は、火災、地震、がけ崩れ等による建築物の被害や人

的被害を防止し、安心して生活できる空間を確保するために、広く一般の方
々を対象として、建築物に関連する防災知識の普及や、防災関係法令・制度
の周知徹底を図り、建築物の総合的な防災対策を推進することを目的として
います。

当該週間は、昭和３５年以来毎年２回実施してきており、上期は９月１日
の防災の日に合わせて地震対策を中心に、また下期は消防庁の行う春の火災
予防運動と同調して建築物の防火・避難対策を中心に実施しています。

今年度上期も国土交通省住宅局長より、各県知事へ建築物防災週間におけ
る建築物の防災対策推進について依頼をしたところです。なお、当該週間に
おける中国地方の取組み予定は別紙のとおりです。

＜問い合わせ先＞
中国地方整備局 ０８２－２２１－９２３１（代表）：（平日・昼間）

建政部 都市・住宅整備課長 島 村 泰 彰 （内線 6161）
し ま む ら や す あ き

【担当】建政部 都市・住宅整備課長補佐 大 国 安 次 （内線 6182）
お お ぐ に や す じ

【広報担当窓口】
広報広聴対策官 坂 本 繁 幸 （内線 2117）

さ か も と し げ ゆ き

企画部 環境調整官 田 尾 和 也 （内線 3114）
た お か ず な り



別 紙

建築物防災週間（平成２６年度下期）の実施について

１．目 的
火災、地震、がけ崩れ等による建築物の被害や人的被害を防止し、安心して生

活できる空間を確保するために、広く一般の方々を対象として、建築物に関連す
る防災知識の普及や、既存建築物の総合的な防災対策を推進することを目的とし
ています。

２．実施期間
平成２７年３月１日（日）～３月７日（土）まで

３．中国地方における特定行政庁の主な取組み予定

（１）防災査察の実施
建築基準法で規定する定期報告の提出されていない建築物を中心に、特

定行政庁の職員により、現地において防火・避難関連設備を主とした維持
保全状況の査察を実施。

（２）住宅・建築物の所有者・管理者に対する広報活動
住宅・建築物の所有者・管理者の方への理解を深めるため、パンフレッ

トの作成・配布等を実施。また、建築物に係る防災知識の普及啓発のため
の相談窓口の開設等が行われます。

※具体的な取組みは特定行政庁において実施されます。また、実施内容等は特
定行政庁において異なります。

中国地方各県連絡先
県 名 所管部（局）課 電話番号
鳥取県 生活環境部くらしの安心局 0857-26-7391

住まいまちづくり課景観・建築指導室
島根県 土木部建築住宅課 0852-22-5219
岡山県 土木部都市局建築指導課 086-226-7499
広島県 土木局建築課 082-513-4183
山口県 土木建築部建築指導課 083-933-3835



［参 考］
平成２６年度下期を通じた防災・安全確保に関する取組み

（１）住宅・建築物の耐震診断・耐震改修の促進
昭和56年以前の旧耐震基準により建築された住宅・建築物のうち、耐震診

断を行っていない既存耐震不適格建築物（注１）の所有者に対して耐震化のため
の指導を実施。

（２）既存建築物に対する適正な維持保全と定期報告の徹底
外壁の落下、防火シャッターによる事故等が発生する中、このような事故

を未然に防止するため、所有者等に適正な維持保全や定期報告の重要性を周
知する。特に、未報告の所有者等に対し報告の督促、指導を実施。

（３）既設エレベーターの安全対策の促進
既設エレベーターの安全対策（戸開走行保護装置（注２）及びP波感知型地震

時管制運転装置の設置）の促進。また、安全対策済みの既設エレベーターに
ついて、利用者が容易に把握出来るよう、マーク表示（注３）の普及・啓発を実
施。

（４）昇降機及び遊戯施設の適正な維持保全・運行管理の徹底
昇降機及び遊戯施設の所有者等に対し、適正かつ安全な運行管理の指導を

実施。

（５）工事現場の危害の防止の徹底
建築物の解体工事における外壁の崩落や工事用の工作物の転倒等、工事

現場周辺の公衆等へ危害を与えかねない事故が後を絶たない状況の中、工
事施工者に対して、建築物及び工作物の解体工事現場等における危害防止
について指導を実施。

（注１）「建築物の耐震改修の促進に関する法律」（平成７年法律第１２３号）に規定する現行の耐震

基準に適合しない建築物

（注２）エレベーターの駆動装置等に故障が生じ、かごの停止位置が著しく移動した場合、又はかご

及び昇降路のすべての出入口の戸が閉じる前に、かごが昇降した場合に、自動的にかごを制止

する装置。

（注３）エレベーター利用者に、戸開走行保護装置等が設置されているエレベーターかどうかが容易

にわかるマークを見やすい場所に表示する任意制度を平成２４年８月より運用を開始。


